
 

三ケ峯地区 地区計画 

 
地区の概要 

この地区は、①建築物等の用途の制限、②建築物の容積率の最高限度、③建

築物の建蔽率の最高限度、④建築物の敷地面積の最低限度、⑤建築物の壁面の

位置の制限、⑥建築物の高さの最高限度を定めています。 
 
 

 
 
地区計画のルール 

①建築物等の用途の制限 

（Ａ地区：低層住宅地区） 

 次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

 １ 一戸建ての住宅 

 ２ 一戸建ての住宅で延べ面積の2分の1以上を居住の用に供し、かつ、次に掲げる用途を兼

ねるもの（これらの用途に供する部分の床面積の合計が50㎡を超えるものを除く。） 

  ⑴ 事務所（汚物運搬用自動車、危険物運搬用自動車その他これらに類する自動車で政令

第130条の3第1号において国土交通大臣が指定するもののための駐車施設を同一敷地内

に設けて業務を運営するものを除く。） 

  ⑵ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 

  ⑶ 美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房（原動機を使用する場合にあっ

ては、その出力の合計が0.75KW以下のものに限る。） 

 ３ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第130条の4で定める公益上必要な建

築物 

 ４ 集会所（当該地域内の居住者のためのサービス的施設であり、当該地域の良好な環境を

害するおそれがなく、地区外から一時的に多数の人または車の集散するおそれがないもの

であって、社会教育的な活動のため又は自治会活動のために設ける施設であるものに限

る。） 

 ５ 前各号の建築物に附属するもの（政令第130条の5の各号で定めるものを除く。） 

 

（Ｂ地区：集合住宅地区） 
 次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

 １ 一戸建ての住宅又は共同住宅 

 ２ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定する幼稚園 

 ３ 保育所 

 ４ 前各号の建築物に附属するもの（政令第130条の5の5の各号で定めるものを除く。） 
 
（Ｃ地区：沿道地区） 

 次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

 １ 一戸建ての住宅又は共同住宅 

 ２ 診療所 

 ３ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち、政令第130条の5の3で定

めるもので、その用途に供する部分の床面積の合計が1,500平方ﾒｰﾄﾙ以内のものり（3階以

上の部分をその用途に供するものを除く。） 

 ４ 前各号の建築物に附属するもの（政令第130条の5の5の各号で定めるものを除く。） 

 



地域区分 
②建築物の容積率の最高

限度 

③建築物の建蔽率の最高

限度 

④建築物の敷地面積の最

低限度 
⑤建築物の壁面の位置の

制限 
 
隣地境界線から１ｍ以上 
 

ただし、物置、車庫その
他これらに類する用途に供
し、軒の高さが２．５ｍ以
下で、かつ、外壁の後退距
離の限度に満たない距離に
ある床面積の合計が１５㎡
以内の建築物又は建築物の
部分は除く。 

⑥建築物の高さの最高限

度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ 地区 Ｂ、Ｃ

②建築物の容積率の最高
１０分の１０ １０分の２０

③建築物の建蔽率の最高
１０分の５ １０分の６

④建築物の敷地面積の最
２００㎡ 

⑤建築物の壁面の位置の

ただし、物置、車庫その
他これらに類する用途に供
し、軒の高さが２．５ｍ以
下で、かつ、外壁の後退距
離の限度に満たない距離に
ある床面積の合計が１５㎡
以内の建築物又は建築物の

 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥建築物の高さの最高限   

13m 10m 

１ｍ以上 

Ａ地区 Ｂ、Ｃ地区 

↑ 隣地境界線 

 

Ｂ、Ｃ 地区 

１０分の２０ 

１０分の６ 

 



三ケ峯地区 計画図 
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